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鉄筋コンクリー ト柱・ 梁接合部の耐震設計に関する研究

SEISMIC RBSISTANr DESIGN OF REInlFORCED CONCttTE BEAM― COLUヽN JOIttS

Jヒ山和宏
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l はじめに

鉄筋コンクリー ト (RC)骨組における内柱・梁接合部の耐震性能を向上させるためには、

脆性的なせん断破壊の防止と通 し配筋される梁主筋の付着劣化をある程度制限することが必要

である。本論では後者の付着劣化の制限について、異なる二つの方法によって設計式の提案を

試みた。骨組の地震応答に悪影響を与えない程度の履歴吸収エネルギー量を確保するための既

往の方法 [1]を 、骨組の固有周期および塑性率を考慮 して再検討 した。また、実験より求めた

接合部中央部分の梁主筋付着の良否から上・下端筋の付着指標を制限する方法を示 した。さら

に両方法の特徴を明らかにし付着劣化の制限方法を考察 した。

2 地震応答解析に基づく方法

梁降伏型 RC骨組の柱・梁接合部内を通 し配筋される梁主筋が、接合部内での付着劣化によ

って抜け出すと、①履歴ループのピンチ化および②降伏変位の増大、を生 じる。筆者は①がR

C骨組の地震応答に与える影響を解析によって検討 し[1]、 この結果と十字形柱・梁接合部の

実験結果とを用いて、梁主筋の付着劣化の制限法を提案 した [2]。 ここで等価粘性減衰定数 力e

qをループの太 り具合を表わす指標として用い下限値10%を設定 したが、真の下限である保証

はなかった。また、各試験体の力eqを求める際に層間部材角1/50に着目したため、これに対応

する塑性率は2～ 4に分布 した。そこで、対応する塑性率を考慮 したんeqの許容下限値、大振

幅の発生回数などを調べるため、上述の①および②を表現する履歴モデルを有 した 1質点系を

用い、力eqお よび固有周期を変数とした非線形地震応答解析を行なった。振動性状において 1

次モー ドが卓越すると考えれば多層骨組を 1質点系に縮約できる[3、 4]。 また 1質点系を用い

ることにより、①および②の要因が地震応答に与える影響を直接評価できる。これらの結果に

基づいて接合部内梁主筋の付着劣化の制限を再検討 した。
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21 1質点系の非線形地震応答解析

回園 履歴モデルとして武田モデルおよび武田スリノ

プモデル[5](図 1)を用いた。系の質量を 1と して、

固有周期が025、 03、 04、 05、 1お よび2秒 とな

るように初期剛性を決定 した。ひびわれ耐力は降伏耐

力の03倍 とし、降伏耐力はRC終局強度指針 [6]に よ

る層せん断力係数 (地震地域係数10、 第 2種地盤想

定、標準ベースシア係数025)か ら求めた。降伏時割
Fig.l Takeda― slip model

線岡1性 および降伏後岡1性 は初期剛性のそれぞれ04倍、00
1倍 とした。復元力特性の包絡線を図 2に示す。除荷剛性

低下指数は02と した。武田スリップモデルにおいてスリ

ップ剛性低下指数 γをoo～ 25、 スリップ剛性硬化係数 η

を12～ 201こ変化させて、塑性率 〈最大変位を降伏変位で

除 したもの)4に対応するんeq― 以下 んeq(4)の ように表

記―を201～ 61%にでき、γ=oの ときには武田モデルと

なる。降伏変位の増大による影響を検討するため、上記モ

デルの降伏変位を14倍 した包絡線を有するモデルも使用

した。運動方程式の数値積分にはHoubolt法 [7]を用い、時

間刻みは002秒 とした。減衰は瞬間剛性に比例するものとし、弾性時の減衰定数を5%と した。

地震波にはEI Centro NS(1940、 継続時間0～ 286秒 )、 Taft S69E(1952、 0～ 54秒 )、 八戸 EW

(1968、 0～ 30秒 )、 東北大学 NS(1978、 0～ 40秒 )の 4つ を用い、武田モデルを用いた各系の応

答最大塑性率が 2あ るいは4と なるように各地震波の倍率を決定した。

匿ヨ 応答最大塑性率とんoq(2)お よび力eq(4)と の関係を図 3および図4に示す。んeqの下限

値を定めるため、許容できる応答最大塑性率を2あ るいは4の 125倍 (す なわち25あ るいは

5)と する。これらの結果を以下にまとめる。

許容塑性率を25と し左とき :短周期 (03秒以下)の 系ではあeq(2)の下限値を9%と すると、

応答塑性率を25以下にできた。これより長い周期の系では力eq(2)の 下限値を75%と すれば、

応答塑性率をおおむね25以下に抑えることができた。許容塑性率を5と したとき :03秒以下

の系では力eq(4)の 下限値を14%と すれば、周期025秒 と東北大学波および周期03秒 と八戸波

の組合せを除いて応答塑性率を 5以下にできた。これより長い周期の系では力eq(4)の 下限値

をlo%と すれば、応答塑性率が 7を超えた周期0.4秒 と八戸波および周期 2秒 とTaft波の組合

せを除いて、応答塑性率を 5程度以下に抑えることができた。以上より固有周期が04秒未満

の建物では、安全側の評価として力eq(2)の 下限値を9%、 力eq(4)の 下限値を14%と する。国

有周期がこれ以上の建物では力eq(2)の 下限値を75%、 力eq(4)の 下限値を10%と する。

降伏変位を14倍 した包絡線を有するモデルを用いた場合の応答結果は、応答最大変位をも

とのモデルの降伏変位で除 したものを塑性率と読み換えれば、04秒以下の系の一部を除いて

もとのモデルを用いた場合とほぼ同様の傾向を示 した。すなわち、降伏変位の増大にもかかわ

らず応答最大変位は許容変位以内に納まった。周期04秒以下の系では、力eq(2)が 9%の とき

の応答最大塑性率は、周期03秒 と東北大学NS波 の組合せのときに47:こ達 したのを最大として、
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許容塑性率25を上回るものがあった。

大振幅の発生回数を調べるため武田モデル (力eq(4)=20%)、 武田スリップモデル (ん eq

(4)=10%)、 前記武田スリップモデルの降伏変位を14倍 したもの、の3モ デルについて、武

田モデルの応答最大塑性率を4と したときに、半分の応答塑性率 2を超える振幅を大振幅と定

義 し、その回数を数えた (表 1)。 力eq(4)が20%か ら10%に減少することにより、周期025

(b) Period 0.30 scc.(a) Period 0.25 sec. (c) Pcriod 0.40 scc.
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秒の系では大振

幅の回数は3倍

近 く増加 した。

これ以上の周期

の系では大振幅

の回数の増加率

は地震波により

大きくばらつい

た。ただし周期

の増大 と共に大

振幅回数の増加

率は低下する傾向にあり、周期 2秒の系では最大で16倍

であった。武田スリップモデルと降伏変位を14倍 した包

絡線をもつ同モデルとの大振幅の回数はほぼ同 じであった。

22 梁主筋付着指標の制限

十字形柱・梁接合部骨組の実験より得られた層せん断力

―層間変位関係において、層間部材角1/50で の力eqと 梁主

筋の付着性状を表わす指標αb/√而 との関係 (図 5)を
用いて、梁主筋の接合部内での付着劣化を制限する方法を

提案 した [2]。 ここで、

Notel T-slip: Takcda-slip flodel
1.4ty: T-slip odel with yield dri{t 1.4 tines that of oriBinal T-stip model
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ιb:梁主筋径、力c:柱せい、σy:梁主筋の実降伏強度

〈kgf/cm2)、 ぉょびσB:ヨンクリート圧縮強度 (kgf/cm2)、

である。しか し層間部材角1/50に着日したため、対応する

塑性率は2～ 4に分布 した。そこで図 5を対応する塑性率

2以下と塑性率 3以上に二分 して図 6に示す。図 6お よび

前述の力eq(2)と んeq(4)の 下限値を用いて梁主筋付着指標

αb//σ 3を制限できる。すなわち、周期04秒未満の建

物では対応する塑性率 2お よび4の場合ともτb/√ σBを

5以下に抑えればよい。周期がこれ以上の建物では、塑性

率 2の場合にはαb/√面 を 7以下に抑え、塑性率 4の場

合にはαb/√ σBを制限する必要がない。以上より(2)式

を得る。

争≧デ鵠    ②

234567S9
ub / V■5B
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ここで、μ=10〈固有周期が04秒未満の建物〉、μ=14(固有周期が04秒以上の建物)であ

る。短周期の建物の制限値はかなり厳 しいが、4階程度以下の低層の建物では実現可能である。
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本方法による長所は、①梁端 ヒンジのエネルギー吸収性能が建物の地震時挙動に与える影響

を判断基準としたため、設計式の意味が明確である。②多 くの機関の実験結果を用いた。③建

物の周期によっては建築学会指針よりも緩やかな規定である。短所は、①接合部内での付着性

状を間接的に評価 しており、実際の付着状態は不明である。また、架構全体の復元力特性を使

用 したため、ループのピンチ化の原因に接合部のせん断劣化が含まれる。②適用範囲はコンク

リー ト圧縮強度500kgf/cm2程度以下である。

3 接合部内の付着性状を用いる方法

接合部内中央1/3の 区間の付着力が梁主筋の降伏前に低下することを付着劣化と定義 し、こ

れを防止するための付着指標の下限値を示す。付着指標には下端筋の場合ab/σ Bを 、上端筋

の場合は上下の主筋量の違いを考慮 したαb,t/σ Bを用いた。αb,tの定義を以下に示す。

α,t=“ +つ ._.+=←十の。αb
2         2

ここで、γ :上端筋量 Atに対する下端筋量Abの比

(Ab/At)で 1以下である。 (1)式と異なりαbを コン

クリー ト強度σBで基準化 したのは、普通強度 コンクリ

ー トから1000kgf/cm2を超える高強度コンクリー トまで

を用いた場合を一つの式で評価するためである。検定に

使用 した内柱・梁接合部試験体は東京大学および千葉大

学で実験された39体 [8～ 17]で、梁断面20X30cm、 柱断

面30X30cm、 スパン27m、 階高147mは 全試験体共通で

ある。このうち6体のコンクリー ト圧縮強度は600kgf/c

n2を超える高強度コンクリー トであった。測定 したひず

みをRanber8 0Sg00dモ デルで応力度に変換 し、接合部中

央10cmの 局所付着応力度を計算 し、その最大値の正負の

平均をτuと した。付着指標と最大付着応力度 τuと の関

係を図 7に示す。黒塗 りの試験体は付着劣化の生 じたも

のである。二重印の試験体は、その区間の降伏によって

付着力が最大に達 し以降低下するか最大値を保持 したも

ので、付着劣化と付着良好の中間である。白抜 きの試験

体は、梁主筋の降伏後 も付着力が増大 して最大値に達 し

たものである。上端筋では付着指標を022以下に、下端

筋では付着指標を024以下に、それぞれ抑えることによ

って付着劣化を防止できる。以上より、

上端筋の場合
2

α b≦
―

・ 0 22 σ B
l+γ

下端筋の場合   αb≦ 0 24 σB

この方法による長所は、①接合部内の梁主筋付着性状を直接評価することにより導出された。

②高強度材料を用いた試験体数は少ないが、普通強度材料から高強度材料まで適用できる。③
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上端筋 と下端筋との付着強度の差を評価できた。短所

は、①接合部内での付着劣化が建物の地震時挙動に与

える影響を把握できない。②使用 した実験結果は詳細

なデータのある2大学の試験体に限定された。③現在

の建築学会指針に比べてさらに厳 しい規定である。

4 両者の比較

以上の二通 りの方法で求めた制限値を比較するため

に接合部内での平均付着応力度αbと コンクリー ト圧

縮強度 σBと の関係を、 (2)式 と(42)式 について図 8

に示す。αb=625/σ Bは建築学会指針 [6]に よる。

ら

２０

５

１０

５

０

ヽ
日
ｏヽ

¨
〓
ら
コ
ｆ
¨
口
ｏ
」場
０
賽
）ｍ 0   200  400  600  S00 1000

Concrctc strcngth,kgツ cm2

FibO.8 Linlitation of bond index

コンクリー ト圧縮強度σBが 800kgf/cm2程度まではαb=7√而 が最も緩やかな規定となった。

これは接合部中央区間での付着劣化が生 じても、建物の地震応答には大きな影響を与えないこ

とを示唆する。800kgf/cm2以上ではαb=o24σ Bを用いてよい。この場合にもαb=7√而 を

用いれば安全側の評価となる。

5 結論

(1)1質点系の非線形地震応答解析により、梁主筋の抜け出しによる履歴ループのピンチ化

および降伏変位の増大が骨組の地震応答に与える影響を検討 した。建物の周期によって、許容

できるピンチ化の程度すなわちんeqの下限値を定めた。この結果と内柱・梁接合部の実験結果

とを組み合わせて、梁主筋付着指標αb/7写 Bの制限値を示 した。降伏変位の増大が地震応答

に与える影響は、短周期の建物を除いて小さかった。大振幅の発生回数は力eq(4)の 低下とと

もに増加するが、その増加率は建物の周期が長いほど小さかった。

(2)接合部中央での付着力が梁主筋の降伏前に低下することを防止するために、上端筋と下

端筋の各々の付着指標を制限する方法を示 した。

(3)上述の二つの方法による制限値を比較 した。接合部中央の梁主筋の付着力低下を防止す

るためには、付着指標を厳 しく制限すべきである。一方、建物の地震応答に与える影響からは

厳 しく制限 しなくてよい。建物全体の地震時挙動を良好に維持できればよいとする立場からは、

後者の緩やかな制限 ((2)式 )で十分である。
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